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○同日開示資料 

 

2016年３月期第３四半期 決算説明資料

（注）上記資料は、本日（平成28年２月９日）当社ホームページに掲載するとともに、ＴＤｎｅｔで開示しておりま

す。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明 

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、輸出など一部に弱さもみられるものの、企業収益や雇用情勢は改善傾

向にあり、全体としては緩やかな回復基調が続きました。 

このような状況のなか、当社グループの第３四半期連結累計期間の経営成績につきましては、営業収益は、運輸業

で増収となりましたが、不動産業、流通業、ホテル・レジャー業で減収となりましたため、前年同期に比較して

2.1％減収の8,901億19百万円となり、営業利益は、運輸業、ホテル・レジャー業での増益により、前年同期に比較し

て18.9％増益の501億69百万円となりました。 

営業外損益で、営業外収益は持分法による投資利益において、前期は近鉄エクスプレスの持分率上昇に伴う利益を

計上しておりましたため減少した一方、営業外費用は金利の低下等による支払利息の減により減少しましたため、経

常利益は前年同期に比較して18.2％増益の463億15百万円となりました。 

特別損益で、特別利益は工事負担金等受入額が増加したほか、確定給付年金の一部を確定拠出年金へ移行したこと

に伴う退職給付制度改定益を計上しましたため、増加し、特別損失も工事負担金等圧縮額の増加により増加し、法人

税等、非支配株主に帰属する四半期純利益を控除した親会社株主に帰属する四半期純利益は、前年同期に比較して

32.5％増益の332億73百万円となりました。 

 

各報告セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、第１四半期連結会計期間より、持株会社化に伴い、ホ

テル・レジャー業に含まれていた旅館・レジャー業のうち、志摩スペイン村等の観光施設業を、新区分では運輸業に

変更しております。このため、以下の前年同期比較については、前年同期の数値を変更後のセグメント区分に組み替

えた数値で比較しております。 

 

①運 輸

鉄軌道部門で、消費税率引き上げに伴う定期券等の駆け込み購入の反動一巡に加え、訪日外国人の利用増や前期の

台風接近による減収の反動増があったほか、バス部門では、貸切バスの料金引き上げが浸透しましたため、運輸業全

体の営業収益は前年同期に比較して3.0％増収の1,727億22百万円となり、営業利益は前年同期に比較して21.6％増益

の258億14百万円となりました。 

 

②不動産

不動産賃貸部門で、持株会社制への移行に伴いグループ内のホテル等の事業用資産を当部門に集約したため新たに

その賃貸収入を計上しましたが、不動産販売部門ではマンション分譲戸数が減少しましたため、不動産業全体の営業

収益は前年同期に比較して6.2％減収の1,010億48百万円となり、営業利益は概ね前年同期並みの118億19百万円とな

りました。 

 

③流 通

百貨店部門で、前期の桃山店の営業終了に加え、あべのハルカス近鉄本店の全館開業効果が一巡したことなどもあ

り、流通業全体の営業収益は前年同期に比較して2.2％減収の2,812億40百万円となりましたが、営業利益は、スト

ア・飲食部門において、スーパーマーケット等の売上が堅調に推移したことなどにより、前年同期に比較して11.5％

増益の24億89百万円となりました。 

 

④ホテル・レジャー

ホテル部門で、訪日外国人を始めとする宿泊利用が好調に推移したことにより増収となりましたが、旅行部門で主

として円安の影響等により海外旅行が低調であったため減収となり、ホテル・レジャー業全体の営業収益は前年同期

に比較して1.2％減収の3,557億1百万円となりました。一方、営業利益は、ホテル部門の増収に加え、旅行部門にお

いても利益率の改善や費用を抑制しましたため、前年同期に比較して、37.6％増益の78億53百万円となりました。 

 

⑤その他

ケーブルテレビ部門で、インターネット利用者が増加しましたため、その他の事業全体の営業収益は前年同期に比

較して2.7％増収の109億62百万円となりましたが、営業利益は、インターネット新規加入者数確保によるコストが増

加しましたため、前年同期に比較して5.8％減益の8億77百万円となりました。 

 

 

（２）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明 

当第３四半期連結累計期間の業績は、平成27年11月11日に公表いたしました予想どおりに概ね推移しておりますた

め、平成28年３月期通期の連結業績予想の変更はありません。 
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２．サマリー情報（注記事項）に関する事項

 

（１）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

ただし、当該見積実効税率を用いて税金費用を計算すると著しく合理性を欠く結果となる場合には、税引前四半期

純利益に一時差異等に該当しない重要な差異を加減した上で、法定実効税率を乗じて計算しております。 

 

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」とい

う。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計基

準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動

による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法

に変更しております。また、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行

っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半

期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業分

離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将来に

わたって適用しております。 

これによる当第３四半期連結会計期間末の四半期連結貸借対照表及び当第３四半期連結累計期間の四半期連結損益

計算書への影響は軽微であります。

なお、持分法適用関連会社１社における企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項

(3)、連結会計基準第44－５項(3)及び事業分離等会計基準第57－４項(3)に定める経過的な取扱いに従っており、過

去の期間のすべてに新たな会計方針を遡及適用した場合の第１四半期連結会計期間の期首時点の累積的影響額1,336

百万円を利益剰余金から減じております。また、当第３四半期連結累計期間の経常利益及び税金等調整前四半期純利

益はそれぞれ349百万円減少しております。

 

（３）追加情報 

連結子会社における退職年金制度の変更 

連結子会社の近畿日本鉄道株式会社において、平成27年12月21日付で確定給付年金制度を変更するとともに、その

一部について確定拠出年金制度へ移行しました。 

これに伴い、当第３四半期連結累計期間において当該制度変更による過去勤務費用が9,935百万円発生するととも

に、当該移行による退職給付制度改定益を特別利益として7,035百万円計上しております。 
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 57,604 46,053 

受取手形及び売掛金 47,145 53,838 

商品及び製品 12,770 14,413 

仕掛品 1,739 7,468 

原材料及び貯蔵品 3,546 3,732 

販売土地及び建物 147,536 105,967 

その他 78,567 70,470 

貸倒引当金 △3,041 △881 

流動資産合計 345,869 301,064 

固定資産    

有形固定資産    

建物及び構築物（純額） 657,499 639,466 

土地 659,525 695,856 

建設仮勘定 7,685 10,578 

その他（純額） 68,156 64,310 

有形固定資産合計 1,392,867 1,410,212 

無形固定資産    

のれん 124 100 

その他 17,156 14,731 

無形固定資産合計 17,280 14,831 

投資その他の資産    

投資有価証券 115,074 119,312 

その他 77,131 96,430 

貸倒引当金 △3,960 △3,286 

投資評価引当金 △284 △299 

投資その他の資産合計 187,960 212,156 

固定資産合計 1,598,109 1,637,201 

繰延資産 2,746 2,488 

資産合計 1,946,725 1,940,753 
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    （単位：百万円） 

  前連結会計年度 
(平成27年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成27年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 49,198 50,446 

短期借入金 298,273 198,700 

1年以内償還社債 41,440 61,440 

未払法人税等 8,090 9,860 

賞与引当金 9,310 5,208 

商品券等引換損失引当金 5,524 5,362 

その他 228,392 222,569 

流動負債合計 640,230 553,587 

固定負債    

社債 304,960 286,240 

長期借入金 514,762 583,268 

旅行券等引換引当金 1,208 975 

退職給付に係る負債 10,830 10,085 

その他 139,281 151,788 

固定負債合計 971,042 1,032,358 

負債合計 1,611,273 1,585,945 

純資産の部    

株主資本    

資本金 126,476 126,476 

資本剰余金 61,100 61,242 

利益剰余金 23,871 46,599 

自己株式 △1,176 △990 

株主資本合計 210,272 233,327 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 7,976 8,627 

繰延ヘッジ損益 542 △121 

土地再評価差額金 97,229 88,564 

為替換算調整勘定 4,848 2,635 

退職給付に係る調整累計額 △3,530 2,277 

その他の包括利益累計額合計 107,065 101,984 

非支配株主持分 18,113 19,496 

純資産合計 335,452 354,807 

負債純資産合計 1,946,725 1,940,753 
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

（四半期連結損益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

営業収益 908,810 890,119 

営業費    

運輸業等営業費及び売上原価 760,078 725,258 

販売費及び一般管理費 106,537 114,691 

営業費合計 866,616 839,950 

営業利益 42,194 50,169 

営業外収益    

受取利息 250 232 

受取配当金 894 575 

持分法による投資利益 6,093 5,002 

その他 2,406 1,634 

営業外収益合計 9,645 7,444 

営業外費用    

支払利息 10,253 9,163 

その他 2,413 2,135 

営業外費用合計 12,667 11,299 

経常利益 39,172 46,315 

特別利益    

工事負担金等受入額 4,134 6,993 

固定資産売却益 60 44 

退職給付制度改定益 - 7,035 

負ののれん発生益 22 - 

その他 218 635 

特別利益合計 4,435 14,709 

特別損失    

工事負担金等圧縮額 4,129 6,990 

固定資産売却損 26 34 

固定資産除却損 670 557 

減損損失 625 895 

その他 264 492 

特別損失合計 5,716 8,969 

税金等調整前四半期純利益 37,891 52,054 

法人税等 12,476 17,424 

四半期純利益 25,415 34,630 

非支配株主に帰属する四半期純利益 308 1,356 

親会社株主に帰属する四半期純利益 25,106 33,273 

 

- 6 -

近鉄グループホールディングス㈱（9041）　平成28年３月期　第３四半期決算短信



（四半期連結包括利益計算書）

（第３四半期連結累計期間）

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年12月31日) 

四半期純利益 25,415 34,630 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 531 487 

繰延ヘッジ損益 389 △1,170 

土地再評価差額金 － △9,041 

為替換算調整勘定 211 30 

退職給付に係る調整額 807 5,753 

持分法適用会社に対する持分相当額 2,345 △1,919 

その他の包括利益合計 4,285 △5,859 

四半期包括利益 29,700 28,770 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 28,966 27,732 

非支配株主に係る四半期包括利益 733 1,037 
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。 
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